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コロナ禍での医療法人監査～変化への対応 
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2020年 4月 7日緊急事態宣言発出。新型コロナウィルス感染症が急速に蔓延し、いつ収束するのか先行き

が見えない中で、これまでに経験したことのない状況への対応が求められました。事態は刻一刻と変化し、

病院運営においても、患者数の減少、対応コストの増大等、非常に大きな影響を受けました。そして、日本

の医療法人の多くは 3 月決算であることから、緊急事態宣言下での決算手続を余儀なくされました。 

今回は、そのようなコロナ禍での医療法人監査での対応をご紹介し、今後この教訓をどのように生かすか

について考えていきたいと思います。 
  

１．訪問できないことへの対応 

会計監査は、現場に訪問して資料等を確認した

り、お話しをうかがったりするのが通常です。し

かし、我々の監査の対象は病院や介護施設で、肺

炎等の重篤な状況に陥りやすい人が多い場所で

す。会計監査とはいえ外部の会計士の出入りを制

限する動きが 3 月下旬から出はじめました。監査

のピークとなる 5月までに収束するとは到底思え

ない状況の中で、「訪問しない監査」はどうすれ

ば実現出来るのかを検討せざるをえない状況に陥

っていました。 

非効率？そんなことは百も承知です。非協力

的？それを説得して理解してもらうことが必要で

しょう。出来ない理由を並べるのではなく、出来

るためにはどのような方法があるのか、一人ひと

りが考えて試していくしかない状況でした。何度

も状況を確認し、データでの情報収集やウェブ会

議等での対応について検討を重ねました。その結

果、M&Aのデューデリジェンスで利用される VDR

（Vertual Data Room）ほど高度なものではないで

すが、必要な情報を整理する仕組みが構築されま

した。その点では効率的な監査を実施することが

出来たのかもしれません。 

 

２．コミュニケーションへの対応 

原則として「訪問しない監査」を実施すること

になり、必要な資料はデータで入手することが可

能となりました。しかし、資料だけでは分からな

いことも多く、色々なことを質問する必要があり

ます。そもそも、監査とは英語で Auditといい、

Audio と同じ語源で「聴取すること」から来ていま

す。監査では聞くことが必須です。訪問していれ

ば面と向かって資料片手に質問することが出来ま

すが、訪問しない監査ではその点が最大のネック

となります。 

そうした問題点を解決するため、毎日 3回ウェ

ブ会議を実施して、医療法人の担当者と監査人と

のコミュニケーションを頻繁に行ったケースもあ

りました。また、監査チーム内で朝夕ウェブ会議

を行うことになり、指示するほうもより具体的に

なり、指示を受けたほうも結果をより明確な形で

報告することによって、以前より作業の効率化が

図れた点もありました。 

 

３．外部環境変化への対応 

外出自粛が功を奏し、4月下旬には新規感染者が

減少傾向を示し始めてきました。しかし、それは

同時に病院や介護施設の患者や利用者をも減少さ

せました。中には、感染を恐れた医師や看護師等

から勤務を拒否されたケースもありました。その

影響で収益性が悪化し、運転資金の追加融資を検

討する必要が発生しているケースもありました。 

そのような中、医療法人としてはこの決算の監

査を迅速に終わらせて、監査報告書付の決算書を

金融機関に提出して融資を確実なものにしたいと

いう思いもありました。結局、我々の監査対象の

医療法人で事業報告等の届出の延長を実施したの

は少数にとどまりました。 

 

４．未来への教訓 

今回の事態に対しては、誰もが経験したことの

ない問題をどうすれば解決できるのか、皆が前向

きに考えられるかどうかが重要な成功要因であっ

たと思います。そして、そのような対応が可能と

なったのは、これまでに培われてきた医療法人担

当者と会計監査人との信頼関係に依存するところ

が大きかったと思います。今後の医療法人監査で

は、より強固な信頼関係のもと、常に変化への対

応を心がけ、医療法人運営に資するよう、会計監

査自体も変化していくことを期待します。 


